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1. 欧州での地域がん登録情報の活用 

がんを征圧するために、先進国では多額

の予算が対がん戦略に投入されている。地

域がん登録はその戦略の中核をなす重要な

情報源で、欧州においては、記述疫学的な

利用にとどまらず、地域がん登録データを

利用したコホート・症例対照研究、パター

ンオブケアスタディ、医療経済分析、患者

の QOL 研究、社会学的研究、などが実施

され、真に患者の「役に立つ」がん登録が

実現されている。 

筆者が地域がん登録に関わり始めたフラ

ンスでは、地域がん登録データをベースに、

後ろ向きコホート研究が設定され、その中

で、抽出された患者に関する、地域がん登

録では収集できない詳細な治療情報や再発

情報を医療機関に遡り調査をかけることで

取得した(1)。自記式質問票を使った QOL

調査や、自由記載に基づいてナラティヴに

がん患者の闘病体験を綴ってもらう社会学

的な調査、医療経済的調査もすることがで

きた(2, 3)。一連の調査手法に基づき、筆者

は、精巣の胚細胞腫瘍患者 446 人の 3 年間

の追跡を行い、生殖を試みた 164 名中 110

名が成功し、治療（外科療法、化学療法、

放射線療法）によっての術後生殖能力の差

があることを検証した(4)。地域がん登録デ

ータの活用が進むと、主治医を介した患者

へのコンタクト方法や、研究参加者のフォ

ローアップの方法論も進歩し、参加率向上

の検討もされるため、より効率良く、社会

に結果を還元できる研究が実施されるよう

になる。 

さらに北欧ではこのステップを超え、既

存の大規模調査同士のリンケージによって、

人的・金銭的負担と倫理的障壁を最小限に

抑えた公衆衛生政策を確立させている。 

 

2. 我が国の地域がん登録は遅れているか

（1） 

このような状況を目の当たりにすると、

我が国では、殊の外がんの実態把握が疎か

にされ、がん登録の体制整備が遅れている

と考えられている。個人情報保護法の制定

やサイエンスリテラシーや公衆衛生の概念、

互助の精神の欠如などが理由として挙げら

れているが、このような状況は他国におい

ても同様であり、決定的要因となり難い。

前掲のフランスでは、1978 年法 57 条に基

づき、患者の同意なく情報の収集が可能と

なっているが、担当医師には、患者へのが

ん登録に関する個別説明義務が課せられ、

拒否権や削除請求権が認められている。

1970 年代からの記録を見ると、拒否権の行

使は 22 登録中 4 登録が経験し、削除権の

行使も同様に 22 登録中 4 登録が経験して

いる。また、我が国と同様、症例届出は義

務ではないために、医療機関への依頼に基

づいた情報提供の依頼となるが、医師や病

理研究室の患者情報提出の拒否は、多くの
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フランス地域がん登録（16/22）が経験して

おり、地方自治体の生死情報提供の拒否も

半数近く（7/17）が経験していた。情報提

供拒否の理由としては、「多忙」、「疫学研究

への理解欠如」、「（情報提供についての）批

判への恐れ」、「1978 年法の理解欠如」など

が挙げられており、我が国で想定されてい

る「低い届出率の理由」と近似していると

いえよう。 

さらに、2009 年に実施した日本国内の意

識調査では、自分のどの情報が、どのよう

に利用されているかの説明があれば、地域

がん登録の情報の意義には 77%の回答者

が理解を示し、法制化に対しても、59%が

支持を表明するという結果となった(5)。こ

れらの値は英国での同内容の質問票を利用

した調査結果と比較すると低いものである

が、我が国においては、それぞれ、「わから

ない」と回答したものが 20%、31%と圧倒

的に多いことから、積極的な反対者の数は

英国並みに少ないということができるだろ

う。 

罹患データの精度や標準化についても、

我々は欧米諸国に対してある種の幻想を抱

いているのではないかと考える。筆者が関

わった EUROCARE3 の膀胱がんの集計に

おいても、提出・集計されたデータの性状

を国際比較してみると、その割合はまちま

ちで、精査しない限りは生存率の比較に耐

えない情報であった(6)。また、フランス国

内の 2 登録でのデータ比較においても、両

地域におけるステージングの差が浮き彫り

となり、データ解析の際に注意が必要であ

ることがわかった。 

 

3. 我が国の地域がん登録は遅れているか

（2） 

むしろ、2006 年（平成 18 年）にがん対

策基本法成立して以来、がん診療連携拠点

病院の認定と院内がん登録の整備によって、

我が国のがん登録は着実に進化している。

並行して、地域がん登録の手段の標準化と

精度向上には、第 3 次対がん 10 か年総合

戦略研究班において積極的な介入が行われ

てきた。平成 16 年の研究班活動開始時点

では、都道府県の地域がん登録では、独自

の登録項目、人口動態死亡情報の独自の利

用、登録室内での独自の作業手順と独自の

登録システム、さらに独自の集計表や報告

書を用いて、相互に比較が難しい数値が乱

立する状況であった（図）。 

活動の中で、標準化と精度向上が進み、

各県共同のプロジェクトもルーチン化する

ようになった。その一つが全国がん罹患モ

ニタリング集計であり、大阪での研究班の

長い伝統を継承する形で対象地域を事業実

施全県に拡大し、今や 30 以上の県からデ

ータが提出され、精度基準を満たして全国

推計に利用される県人口は、日本全体の
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図．第 3 次対がん総合戦略事業開始前（上

段）と後（下段）の状況 
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4 割を超えるなど、その結果は日本全国の

がん罹患者像に肉薄している (7)。最新の

2007 年の全国がん罹患推計値（C00-C96）

は、年齢調整罹患率（日本人モデル人口）

で、男女計で 323.6、男 405.3、女 263.8

となった。両性における胃がん罹患率の減

少傾向や、それに対する男性の前立腺、女

性の乳房や肺がんの罹患率増加を日本の代

表値として示すことができた。 

生存率についても、同研究班から集計作

業を引き継ぎ、2000-02 年診断患者の 5 年

相対生存率が全部位男女計では 56.9%と、

1997-99 年症例の 54.3%から向上が見られ、

同様の向上は女性乳房、胃、悪性リンパ腫、

肺、肝及び肝内胆管に観察されることや(8)、

OECD インディケータでの欧米諸国の生

存率と比較しても日本の医療水準が高いこ

とを明らかとした。さらに、我が国の地域

がん登録データは、有病数の算出や将来推

計にも貢献している。 

教育や情報提供の側面では、研究班によ

る手引き等冊子の作成、E ラーニング教材

の提供等の努力に加え、国立がん研究セン

ターとしても、行政担当者向け、実務担当

者向けの研修を開催し、NPO 法人である地

域がん登録全国協議会も学術集会や実務者

研修会を実施するなど、地域がん登録事業

をバックアップしている。 

 

4. 国際的な発信へ 

このような努力への「追い風」として、

2010 年には、DPC 対象病院の機能評価係

数に地域がん登録への協力が盛り込まれ、

平成 24 年度中に、47 都道府県で地域がん

登録が実施されるに至った。安全管理に十

分な配慮をし、法制化に向けて動き出して

いる我が国は、上述の欧州諸国と比せば後

発とはなるが、世界に向けて情報を発信す

る側に移行しつつあるのではなかろうか。

一例として、我が国の地域がん登録データ

は、がん発症のリスク要因の罹患・死亡へ

の寄与割合推定にも用いることができるよ

うになっている。2005 年において、男性の

がんの 55%は、予防できるリスク要因

（PAF）に基づくものであったと推定され

る。女性においてはその割合は低く、30%

程度であった。男性においては、喫煙が最

も重要な PAF であり （罹患で 30% 、死

亡で 35% ）、次いで感染が大きかった（23% 

と 23%）。女性においては、逆に感染が最

も重要な PAF であり、（18% と 19%）次

いで喫煙となっていた（6%と 8%）(9)。  

地域がん登録全国協議会のように、国内

を取りまとめる組織は先進国にも多く存在

しない。2010 年の横浜における国際がん登

録協議会年次総会共催の成功を土台に、欧

州同様の国際共同研究を、アジアの国々と

ともに展開する軸となることもできるだろ

う。集計値の単純な比較ですら、そこから

得るものは多い。我が国において増加傾向

にある前立腺がんの罹患率の推移を、アジ

ア諸国で比較してみると、マニラ（フィリ

ピン）では全観察期間を通じて他の地域よ

り高い年齢調整罹患率を示している一方、

上海（中国）、チェンマイ（タイ）、チェン

ナイ（インド）では、比較的低い年齢調整

罹患率であった。3 つのアジア地域とも、

明らかな増減がないムンバイ（インド）を

除けば、全体的に増加傾向が見られ、特に

年齢調整罹患率は 1988-92 年から増加して

いる国が多いことが判明した(10)。 

 

5. 私達の役割とは 

出生コホート別に見た我が国の合計特殊

出生率は、昭和 30 年生まれを境に激減の

一途をたどっており、年金問題と根を同じ

くして、少数の若者が多数のがん患者をケ

アする社会が目前に控えている。それにも

かかわらず、国民のサイエンスリテラシー

は十分とはいえず、メディアで目にする出
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所不明の数値だけを拾い上げる「がん情報

の一人歩き」が、個人や社会に及ぼす悪影

響は、計り知れない。行政機関や専門家へ

の不信感が高まる昨今ではあるが、国民が

真贋入り交じるがん情報を消化して自らの

健康に関する判断を下すのは容易ではない

が故、時が満ちつつある今こそ、我々はが

ん登録推進の手を緩めずに、60 年の地域が

ん登録の歴史という良い木に、良い実を実

らせなければならない。 
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